
オーストラリア先住民運動
一普遍性の主張と差異の承認をめぐる政治一

Indigenous Australian Movement: 
Politics on Individual Rights and Group Rights 
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概 要

本稿では、オーストラリア先住民運動に注目し、その迷動が国内における非先住民との連携

により展開されてきたのみならず、 l主l際的な先住民やマイノリテイ集聞の運動にも呼応する形

でおこなわれてきたことを示す。そうした迎動の形態が最も顕著に表れているのが、近年の環

境管理.に関する先住民運動である。本稿では、そうした運動を南東部先住民集団のひとつであ

るヨルタ・ヨルタの「人為的な火付けによる森林モニタリング」と「土地利川と占有に関する

地悶」の作成に注目し考察する。

キーワード:先住民運動、土地権、先住民と国述、環境管理

Abstract 

This paper provides an ovcrview 01' lhe indigcnous Auslralian movcmcnl and examines the 

interaction of domcstic and lransnational conneclions at the hcart 01' this movement. Particularly， 

the recent indigenous AlIstralian rt10vement for environmental management is the perfeCI 

example of the interaction or domestic and transnational connections. Thus， this papcr considers 

the movement for environmcnlal managcmenl in relation to two practical projecls (Artificial 

Fire Forest Monitoring and Land Usc ancl OcclIpancy Map) in thc Barmah forest of SOllth East 

Australia undertaken by thc Yorta Yorta， an eminent Aboriginal grollp in Victoria State. 

Keywords : Indigenous Movcmclll， Lalld Rights， Indigenous People and United Nalions， 

Environmental Managemcnt 
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はじめに

従来の社会運動に関する研究は、社会の病理的

機能不全状態(アノミー)に対する不満が人々を

集合的行動に向かわせる「集合行動論」、体制で

はなく文化や意識のレベルで、の社会変革を要求す

る「新しい社会運動論J、さらに社会運動が活発
になったのが、運動組織に人的・知的・経済的資

源が利用できるようになったとする「資源動員

論」といった分析が主であった。1)

これに対し F.マーランは、先住民による運動

の特徴を 3つあげる。2)第一に、多様な価値観を

持つ述動参加者の問の相互作用、第二に、既存の

先住民文化の価値や秩序にもとづく生活様式を支

持またはそれに抵抗する行動、最後に、日常に受

け入れられている普遍的な価値観に対抗する行動

である。しかし、こうした研究で展開する議論の

中心は、先住民と非先住民というこ項対立の構造

にとどまっている。

これらの先行研究によりながら本稿では、先住

民と非先住民の対立構造-に主眼がおかれてきた従

来のオーストラリア先住民運動が、オーストラリ

ア国内の非先住民との協同で展開され、さらには

国外の先住民と協同可能な運動へと変化してきた

ことをIPlらかlこする。第1卒では先住民と非先住

民の関係、さらには国際的なマイノリティの運動

に校日しつつ、まずは植民地経験について、つい

でオーストラリアの国民と同等の権利獲得のため

の述動、そして先住民としての岡有の権利獲得の

ための巡動について考察する。第2章では、 1970

年代以降に活発化する図述における先住民の権利

に関する議論を概観し、国際法における先住民の

権利状況と、先住民同士の国際的な連帯の可能性

について明者の経験を踏まえ検討する。最後に、

先住民と非先住民の対立構造に主眼がおかれてき

た従米の先住民運動が、土地や森林、河川流域の

資源管理をめぐる環境問題をとりこむことで地域

住民や環境NGOと協同可能な述動へと変化して

いる事例を、南東部の先住民集団のひとつヨル

タ・ヨルタを例に明らかlこする。:~)
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1.オーストラリア先住民運動

1・1.植民地経験

オーストラリアにおける植民は 1788年シドニ

ーからはじまるが、先住民が入植の波に附される

時期は地域により大きく異なる。たとえば、南

東部では 1800年代から本格的な植民化が開始さ

れ、北部や中央砂漠部の植民はその約 100年後に

はじまる。このため、南東部の先住民集聞は、北

部や内陸部の先住民集団に比べ、言語や親族構成

なとe伝統的な生活i習慣を失った集団が相対的に多

し、。

オーストラリア南東部では杭民の初期、現在

のシドニーとその近郊に間住していたワラン言

語集団の植民への適応と抵抗があるo 特にベネ

ロン (Bennelong:1764-1813) とぺムルウェイ

(Pemulwuy: 1750・1802)の植民への対応は、

その後の両者の人生に異なる結末をもたらし

た。ベネロンは、当時A.フィリップ総督 (A.

Phillip: 1738・1814)と親官な関係を築き、イギ

リスと新大陸の住民とが親しい関係を結ぶため

の大きな役割を来たした。彼はイェメラワン

(Yemmerrawanne: 1775-1794)とともにイギリ

スの文化や英語を学び、 1792年ロンドンへ渡っ

た。イェメラワンはロンドン滞在中に病気を患

い、オーストラリアの地を再び踏むことはなかっ

たが、ベネロンは 1795年に帰国する。そこで彼

を待っていたのは、集団からの排除であり、アル

コール漬けによる自暴白楽な生活であった。この

結果1813年にベネロンは悲岐.の中で生涯をとじ

るo 一方、集団のリーダーであったベムルウェイ

は、植民に徹底抗戦した。彼は 1803年に暗殺さ

れるまで、すくなくとも 5岡の負傷を負ったとい

う。なかでも 7発の!itii丸を頭と体に受け、重体と

なり捕虜病棟に送られた彼は、その 1ヶ月後に病

棟をぬけだしている D このため、 H音殺されたペム

ルウェイの首はロンドンへ送られ、晒し首にされ

たという D1)こうした武力衝突は先住民と植民者

の抗争のほんの序章に過ぎず、それはヨーロッパ

人による入植が進行するにつれて形を変えて継続

されることになった。その後の初期の抗争の lつ

に、 1870年代のヴィクトリア州のクーリン集団



の例がある。

現在のメルボルンに当たるヴイクトリア州のポ

ート・フイリップ地区には、狩~ìt .漁労・採集を

中心として生活を営む4つのアボリジナル言語集

問からなるクーリン集Istlがいた05)この地区はす

でに 1803年にイギリス領となり、ニューサウス

ウエールズ植民地に組み入れられていた。ただ

し、植民地化のプロセスは一様ではなく、ヨー

ロッパ人のなかにもアポリジナルと対話を試みた

人がおり、このような人びとが初期のアボリジナ

ルの運動に大きな影響を与・えるようになった。6)

ポート・フィリップ地区で政府によるアボリジナ

ル強制集住施設であるステーションやリザーブ、

さらにキリスト協会各派ミッションが開設されて

いくと、東部のクランダーク・ステーションのク

ーリンが、植民地政府に対して戸をあげる。当時

クランダーク・ステーションはアボリジナルに理R

解を示すスコットランド人でプレスビテリアン協

会の牧師J. グリーン (J.Green: 1930・1908)の

指導下で農耕に従事し、自給自足の生活を達成し

ていた。しかし、肥沃なクランダーク・ステー

ションの土地に日をつけた先住民保護局はグリー

ンをステーションからた巡する。これに対してク

ーリンの人びとは、グリーンの復職と自らが開拓

した土地所有を要求し、 Jlfを上げたものの、その

要求は果たされなかった。I)

初期のアボリジナルの述動はグリーンのような

ヨーロッパ人協力者の大きな影響を受けていた。

後にアボリジナルの運動のリーダーたちが南東部

のリザーブより数多く続出されたのは、彼らがヨ

ーロッパ人の協力者から読みi.'Jきや権利概念を学

んだことが大きい。次に、こうしたアボリジナル

のリーダーたちが決起した運動について見てい

く。

1・2. オーストラリアの国民と同等の権利獲得の

ための運動

1920年代に入ると、 I拘束部のアボリジナル・

リーダーたちは、アポリジナルの劣悪な生活環境

や、政治・経済的に不平等な状況を改善するため

積械的に政府へと働きかけていく。当時のアメリ

カで展開されていた「ブラック・アメリカン運

動」に呼応し、 1924"r:にニューサウスウエール

ズ州のアボリジナルは初のアボリジナル権利回復

を求めた当事者団体であるオーストラリア・ア

ボリジニーズ・プログレッシブ協会 (Australia

Aborigines Progressive Association) を設立

し、 ~Il先住民と平等に取り扱われることを要求

した08)また、凶オーストラリアではW.ハリス

(W. Harris: 1874・1940)が「混血」アポリジニの

権利Ifil彼のための運動を起こし、 1925年にネイ

テイプのための組合 (NativeUnion) を結成し

た。

ヴイクトリア州では W. クーパー (W.
Cooper: 1860・1941)が1932年にメルボルンでオ

ーストラリアン・アボリジニーズ同盟 (Australian

Aborigines' League) を結成する。 1937年に

は、.J.パッタン(J.Patten: 1905・1957)とW.

7ァーガソン (W.Ferguson: 1882・1950)がシ

ドニーでアボリジニーズ・プログレッシプ協会

(Aborigines Progressive Association) を結成

した 09)1934年には西オーストラリアのポート・

ヘッドランドで「混血Jアボリジナルがユーラリ
アン協会 (UralianAssociation) を結成した。

これらの同体は当時の先住民運動を束ねるili:要な

役割を来たした。

1933年に.1'，述のヨルタ・ヨルタの11¥白を持つ

W. クーパーがイギリス王ジョージ5世宛にアボ

リジナル以外の人びとと|司じ権利を与えること、

アボリジナル問題の管轄権を州政府から述邦政府

へ移し、述邦政府にアボリジナル代表を選IHする

ことを操り込んだ請願書を連邦政府経由で提出し

た。 1935年までにこの請願書にはオーストラリ

ア全土から 2000以上の署名が寄せられたが、こ

の ;lwr~ti円:は、連邦政府によりイギリス凶王に捉~/U

されることはなかった。その後、オーストラリア

ン・アボリジニーズ阿盟とアボリジニーズ・プロ

グレッシプ協会は、シドニーで1938年1月26日

に開催されたヨーロッパ人入植150}胡年祭を「ア

ボリジナル哀悼の日jとして位世づけ、オースト

ラリア社会における完全な市民としての地位の向

上と、平等の権利獲得を目的とする新しい政策を

要求した。塑年にこれら 2集団は、ニューサウス

ウエールズ州政府が管轄するクメラグンジャ・リ

ザーブの居住者が日常の劣悪な生活環岐に抗議

し、それから逃れるため決起した「ウオーク・オ
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フ(脱出)Jを支援している。10)

クーパーらの述動はl主l内の先住民問題のみなら

ず、国際的にも「ブラック・アメリカン運動」ゃ

「ユダヤ人虐殺Jへの非人道的な事象に対する反
対運動にも対応していた。クーパーは、 1940年

に第二次大戦下のナチス・ドイツ11tによるユダヤ

人虐殺に反対する声明文を拠出している。これら

団体の主たるリーダーたちはアポリジナルであっ

たが、経済支援や政府交渉の機会を生みIBすた
め、カトリック教会や労働組合、さらには人道主

義的な団体に所属する白人たちの支援に頼るとこ

ろが大きかった。11)

第二次大戦中の賃金労働経験は、戦後アボリジ

ナルが労働者としての権利を要求することにつな

がっていく。彼らは労働環境の改善と賃金の支払

いを求め労働運動を組織し、ストライキといった

直接行動を起こすようになった。たとえば商オー

ストラリア州ピルパラでは 1946年から 49年にか

けて低賃金の是正をもとめるストライキが起こさ

れた。

こうした運動は、人道主義的な白人を中心に

1951年にメルボルンで結成されたアポリジナル

の権利のための協会 (Councilfor Aboriginal 

Rights)のような団体から支持を受けた。この

間体は共産党員や労働組合貝、アポリジナル代

表により結成され、その代表はヨルタ・ヨルタ

の出自を持つ D.ニコルス (0.Nicholls: 1906・

1988) 12) やM. タッカー (M.Tllcker: 1904・

1996)であった。その目的は北部アボリジナルの

労働環境の改善であり、悶述で制定された普遍的

な人権概念にもとづき、非先住民と同等の権利を

アボリジナルが獲得することであった。しかし、

この団体はヨーロッパ人を中心に巡営され、さら

に北部アポリジナルをターゲットにしたため南東

部アポリジナルのリーダーたちは不満をつのら

せ、 1957年にこの間体のメンバーであったニコ

ルスとタッカーを中心にメルボルンでヴイクト

リア・アポリジニーズ・アドバンスメント同盟

(Victoria Aborigines Advancement League) 

が設置された。この団体はアボリジナルの権利の

ための協会と同じく労働迎助を支持し、労働者の

権利保障を掲げる悶際労働機関のf107号条約」

や普遍的人権を謡った「世界人権宣言Jを活mし
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た。そして、その述動の対象は北部アポリジナル

だけでなく南東部アボリジナルも含め、これら普

遍的な権利の獲得を求めたのである。これらの動

きには、アメリカ公民権運動や南アフリカのアバ

ルトヘイト撤廃運動の影響も大きかった。

こうした流れを受けて 1957年に全国的な運動

を展開させるため、各州のアポリジナル問題を扱

う当事者団体やヨーロッパ人を中心に結成された

慈善団体を一つに結集させるべく、アデレードで

集会が開催される。そこには先述のアポリジナル

の権利のための協会やヴイクトリア・アボリジ

ニーズ・アドバンスメント同盟、さらに南オー

ストラリア州やニューサウスウエールズ州やク

イーンズランド州からも先住民や非先住民が結

成した団体が結集した。 1959年には、これらの

同体を合わせ、アポリジナル・アドバンスメン

ト連邦委員会 (FederalCouncil for Aboriginal 

Advancement、1970年からは FederalCouncil 

for Advancement for Aborigines and Torres 

Strait Islandersへ名称変更)として先住民問題

を扱う全国組織が結成された。この委員会の目的

は労働環境の改善と賃金の平等を含めた非先住民

と同等の権利の獲得、さらに述調;政府が先住民問

題に対応する貰-任がなく(第51条26項)、先住

民を国勢調査に含まない(第 127条)ことを明文

化した述書I~憲法の改正であった。 13)

こうした全国規模の運動は、学生運動にも波

及する。 1961年にシドニ一大学に入学し先住民

ではじめて大学生になったC.パーキンス (C.
Perl<ins: 1936・2000) は、アポリジナルの生活

向上と自性!と機会の平等を要求し 1964年にシ

ドニ一大学でアボリジニーズのための学生運動

(Stlldenl Aclion for Aborigines)を結成した。

翌65年パーキンスを代表とした学生29人が「フ

リーダム・ライドJを起こした。その運動は、ア
メリカの黒人運動に習い、パスによりニューサウ

スウエールズ州の地方町を巡回し、アボリジナル

の差別の実態を国内外に知らせるものであった。

その目的は差別的な状況を可視化することで、緊

張的な状況を社会に生み出すことであった。14)

こうした全l司規模の運動は、 1967年の国民投

票における憲法改正、そして連邦議会と政府に先

住民に関する立法行政権限の委譲と先住民の国勢



調査への参加をもたらした。このように、ニコル

スやパーキンスを中心とするアボリジナル活動家

の活躍により、オーストラリア社会にアボリジナ

ルの存在とその実態が知られる様になった。しか

し、こうした運動を通じて、先住民と非先住民の

活動家の立場の違いも明らかになっていった。 ~I:

先住民の活動家達は、先住民に非先住民と 11司等
の権利Jを求めたのだが、先住民の指導者述は
「先住民独自の権利」を要求するようになったの

であるo ここで大きな役割を来たしたのが、北部

のアボリジナルを中心に展開された土地権獲得述

助であり、その運動への南部のアポリジナルの参

加であった。

1-3.土地権を求める運動

土地織獲得運動は北部を中心に展開されたD な

かでも、 1960年代初めから 1970年代初めにノー

ザンテリトリーと首都キャンベラで起こった3つ

の事件があげられる。 1つは 1966年にウェイブ

ヒル牧場-でのグリンジのアボリジナルが起こした

ストライキがあげられる。彼らは、牧場での劣必

な労働条件に対し牧場から退去し、ダグラグとい

う自営コミュニティを設立することで自分たちの

土地返越を求めた。この要求は 1975年に受け入

れられ、一定の土地が返された。もう lつは、

1968年にアーネムランド北東部のボーキサイト

鉱山採掘により型地が依壊されることに反対し、

イルカラのアボリジナルが鉱山開発阻止を求め

たゴーブ半島訴訟である。この訴訟に先立って

1963年イルカラのアポリジナルは、交渉の欠如、

型地の破壊、鉱山借地の調査を主要項目とした請

願書を彼らの言葉(グマチ話)と英語で記し、そ

れを彼らの創世記を描いた樹皮副に貼付し述邦政

府に提出した。しかし 1971年この請求はノーザ

ンテリトリーの最高裁で棄却される。15)

こうした巡動は、多くの人道的な白人との述般

により展開されていくが、この述携に対しアボリ

ジナル集問内部にも微妙な意見の食い違いが生じ

た。それは、白人と先住民が連携して展開する辿

動から、先住民当事者のみが運動を展開できるよ

うにする、汎アボリジナル的な傾向を強く打ち11¥

した運動の台頭であった。これにより運動の主題

は、これまでのオーストラリア国民と平等の権利

獲得の要求から、オーストラリア先住民の独自の

椀利獲得へと変化した。それは、ゴープ半島訴訟

の敗訴にもとづき当時のマクマーン首相のアボリ

ジナル土地権の拒否を受けて 1972年に国会議事

堂前に4人のアボリジナル・リーダーが設i喧した

「テント大使館Jに見てとれる。この「大使館J
は「先住民に土地権を」というスローガンを掲

げ、首都キャンベラの国会議事堂前に設問され、

土地権獲得を|卦内外に大きくアピールした。この

迎捌Jが契機となり、南部アボリジナルは北部アポ

リジナルの L'.地権獲得運動を積極的に支持し、そ

の巡!f~Jは全国規模で展開されるようになった。 16)

こうした運動と、イルカラボーキサイト訴訟で

の裁判所の棄却勧告を受けて、オーストラリア述

邦政府は、アポリジナルの土地との独自な繋がり

について調査委員会を設置し、この調査報fit-di:に

もとづき述邦政府は 1976年にノーザンテリトリ

ーで「アボリジナル土地権法 (AboriginalLand 

Rights Act) Jを制定した。この法では、土地を

伝統的な土地所有集団に共同で‘永代保有される事

を定め、 ".地権の請求期限となる 1997年までに

ノーザンテリトリー総而積のおよそ 45パーセン

トが返還された。またこうした同様の土地権が各

州や首都特別地域においても独自に制定されてい

った。17)ただし、この法では植民地以前から伝統

的な償問を保持できる北部・中部のアボリジナル

集団のみが対象となり、南東部の先住民集団はそ

の思忠を受けることが困難であった。これに対し

て、オーストラリア全土の先住民が土地とのかか

わりを法的に承認するのが、次に詳述する「先住

権原法J(Nalive Title Act)である。

1992年の「マボ判決」は、先住民が凶洋法的

な慣潤法で権利として認められるのと同等の土地

利川の'慣習を有しており、それが植民地化以後も

完全には消滅していないことを明らかにした。そ

して朝年、労働党キーテイング首相は「先住権限

法」を制定し、これにより、伝統的なイギリスの

判例法(コモンロー)で認められる土地縮ではな

しそれと同等の権利として、先住民が彼らの法

と悦刊に基づいて伝統的にかかわってきた特定の

土地または水域の利用権を認めたのである。それ

はまた、植民地化以来、先住民の存在そのものと

彼らと土地との関わりを否定し続けてきた「無主
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の土地 (TerraNulius) Jという考えが、法的虚
構であることを確認することにもなった。18)

この判決を導いたのは、 トレス諸島民ミレアム

集団K.マボ (K.Mabo: 1936・1992)であった。

彼は、 1936年にトレス諸島のメル島で生まれ育

つo その後クイーンズランド州タウンズピルに移

り住み最低賃金以下の過酷な労働を強いられる。

この傍ら、彼は先住民の不平等な取扱いに反対す

る非先住民の宗教団体、労働組合、共産党員、学

生、芸術家と連情し 1958年に結成されたアボリ

ジニ・トレス諸島民アドバンスメント連邦委員会

(Aborigine and Tress Islander Advancement 

Federal Council)の活動に参画していく。そし

て、 1967年にジェームズ・クック大学に用務員

として採用された彼は、「われわれオーストラリ

アン:国民投票の次は何かjというテーマでセミ

ナーを開催し、そこには 300人を超す先住民と非

先住民が集った。 1970年代からジェームズ・クッ

ク大学で、先住民に関する講座を持っていた彼は

この問、アボリジナルの植民史を研究する研究者

H. レイノルズ (H.Reynolds: 1938・)との間に

友好関係を結び、彼は土地返還のための活動を積

極的に展開しはじめる。19)

クイーンズランド州政府は州の土地法にもとづ

き、 トレス諸島に属するマレー諸島の先住民リザ

ープを信託による譲渡証書:によって土地評議会の

もとにおく決定をした。この土地所有方法に対し

て1982年にマポをはじめとする原告は、土地、

海、海底、珊瑚の伝統的所有権を巡ってクイーン

ズランド州相手に訴訟を起こした。 1985年、ク

イーズランド州は「クイーンズランド沿岸諸島宣

言法Jを成立させ、「過去に存在した伝統的土地
権はもはや存在しない」ことを主張し、この訴訟

を終結させようとした。これに対し 1988年最高

裁は、この法が1975年に制定された人種差別禁

止法の 9節と 10節(特別な集団から、所有地に

存在する権利を剥奪する法定を禁止する)に違反

していると轡告した。こうした経緯を経て、 1992

年に先住権原が承認され、翌年に先住権原法が制

定されたのである。却)

1996年の連邦最高裁判所は、牧場借地におい

ても先住権原が他の権利と両立可能であることを

示唆するウイック判決を下した。それは天然資源
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の利用や農牧場の利用に関する国策に抵触し、オ

ーストラリアの経済発展に影響をもたらす可能性

があることから、オーストラリア社会からの非難

を受ける。そのため連邦政府は 1998年に先住椛

原の承認を制限する法改正をおこなった。

改正法は先住権原の認定範凶を制限したもの

の、「先住民土地協定Jという交渉方法を盛り込
み、これにより法廷での争いよりも補償ならびに

教育、雇用、相互理解の促進などを目的とする協

定がオーストラリア全土の先住民集団と政府、地

方自治体、鉱山会社などの聞で結ぼれていく。そ

れはすなわちアボリジナルの述動が、 1970年代

の土地に関する権利の立法措置を求めるものか

ら、 1998年以降の交渉による運動へと移行した

ことを意味するD この交渉を通して締結された先

住民との土地協定は全国で588(2012年現在)に

のぼり、教育、雇用、相互理解を促すプロジェク

トがオーストラリア全土で展開されている。21)

以上でみたように労働条件の改普・や土地に関わ

る権利獲得運動は、国際舞台での先住民の権利に

関する議論とも呼応したものであった。労働条件

の改善には国際労働機関の il07号条約Jや悶述
の「世界人権宣言」の影響を受けたし、また、

「マボ判決」も国連の「人種差別撤廃条約」にも

とづき成立した「人種差別禁止法Jが法的根拠
となり、先住権原の承認をもたらした。 1993年

の「国際先住民年」は「先住権原法J制定の年で
もあった。このようにオーストラリアの先住民運

動は、先住民問題をめぐる国内のみでなく国際的

な潮流のなかで展開されており、それは今日にお

いてもつづいている。次に、その国際的な先住民

運動を展開する契機となった先住民と国述との関

係、そうした運動が、今日、どのように日本とオ

ーストラリアにおいてすすめられているのかを整

理する。

2.先住民運動と国連 22)

「先住民族Jが国際社会で注目されはじめるの
は、 1970年後半である。 1977年に、国連の経済

社会理事会に対して協議資格を持つ NGOによ

り「南北アメリカ大陸における先住民族差別に

関する国際 NGO 会議J が開催され、その11~ に先



住民団体として初めて凶述 NGOとなった国際

インデイアン条約評議会 (InternationalIndian 

Treaty Council)を中心に先1t民間体が招待され

た。この会議では「凶半球の先住民族国家および

人民の防衛のための原則貫首Jが採択されたが、
この原則宣言には、先住民政がl卦|際法の主体であ

り、自己決定権を行使する能力を持つことが明記

されたo 1978年にジュネープで開催された国連

の「人種主義に関するl吐界会議では、ノルウェ一

政府がその代表団にサーミ民族の代表を加え、会

議の最終声明では「先住民族の権利Jへの言及が
なされた。さらに、 1981年には「先住民族と土

地に関する NGO会議jがジ、ユネープで開催され

、「先住民族Jの抱える凶離の1Ji(I且が土地の権利
の否定であることが立言された。こうした背景か

ら先住民自身の国際人権蹴i1';，を求める述動が開始

された。 1975年にはカナダで設なされた「世界

先住民族評議会」は、第31白l総会を 1981if.・オー

ストラリアの首都キャンベラで開催したが、その

中心議題は、「先住民族に対する差別を撤廃し、

その権利を認める国際条約の制定」にあった。ま

た、先住民族問題における版史的業績と呼ばれる

「コーポゥ報告書」がある。当日寺、人権小委員会

の委員であり、「先H=.!~に対する差別」に関する

特別報告者に任命された M. コーポは、 1971年

にその研究を開始したが、この状況を反映して

1981年にまとめた「第一次報告書」において、

先住民族に対する差別と権利保障に関する国連機

関の設立を堤言した。231

こうした 1970年代からはじまる先住民族に閲

する閏際的な議論を受けて凶述は 1985年に人権

小委員会の下に「先住民作業部会Jを設問し、先

住民の定義、先住民の権利の純凶や履行規制など

を議論し「先住民族の純利にI則する宣言草案jの

作成に取り組んだ。その革案は、 1994年に人権

小委員会で採択され、その上ms機関の人権委員会
で幾度もの議論のすえ、 tlil述の人権機構改革を経

て、 2006年に人権理事会にlJttL¥され、翌年9月

に函連総会で採択された。しかし、先住民政策を

リードしてきた大国のアメリカ、カナダ、ニュー

ジーランド、オーストラリアの各政府は、宣言の

採択に反対票を投じた。それは、宵言に明記され

た自決権を既存岡家からの分離・独立権を含むと

解釈し、また先住民からの行き過ぎた要求の口実

にこの穴討がなると危倶したからであった。2.11

次に、凶際機関における先住民の活動の展開を

踏まえオーストラリアと日本における先住民運動

についてみてし、く。

2・1. オーストラリアと日本の先住民運動が織り

なすところ

アボリジナルの代表が国述の人権条約を意識し

つつ巡助を展開し始めたのは先にも述べたニコル

スやパーキンスが展開した運動に見て取れる D と

りわけ、 1990年代からは代表問を同述の人権小

委員会や先住民作業部会に送り出し、|主l際舞台で

の「先↑l:l~族の権不IJJ に関する議論に積極的に参

加lした。 1989年に述邦政府の行政委員会として

設ln法にJ.トブき新設されたアボリジナル・トレ

ス諸尚氏委員会 (AboriginalTress Strail Island 

Committce)は、 1990年に国連の経済社会理事

会と協議資格を得ることになる。この委H会は、

i五i内ではアボリジナル居住地の嬬用促進とインフ

ラ幣怖を主に担い、|五i際的には図述の先住民作業

部会を.iillじて「先住民族の権利に|期する宵言草

案」の作成に協力した。 25)I五l述は 2002(Sf~ に「先

住民政IIIJ組に|刻する常設フォーラム」を設Irtし、
先住民政に関わる問題について協議し、経消社会

理事会に助註・提言などをおこなっている。この

フォーラムの専門委員の一人に、法学部を卒業

し、 i1~ '，'}i界とくに土地権を扱うランド・カウンシ

ルで、専門的な業務に携わっていたアポリジナル男

性M. ドットソン (M.Dodson: 1950・)が2005
年から 2007年まで選ばれ「先住民族の権利に関

する宏司」の国連総会での採択に尽力した。

LI本政府が同内の先住民問題に対して航械的に

取りキILみ始めたのは 1990年代に入ってからであ

る。たとえば1997年のダム建設に反対する二風

谷ダム判決ではアイヌの先住性を本認した。ま

た同年、 1899年から同化政策を基礎に進められ

た rlu土人保護法Jが廃止され、「アイヌ文化の
振興故びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及

び啓発に附する法律Jが制定された。しかし、そ

こではアイヌ訴の学習や伝統音楽・舞踊・]:芸な

どの将及・啓発が凶られたものの、それを超えて

より ・般的なアイヌ政策が展開されることはなか
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った。そうした囲内のアイヌ政策を大きく推し進

める要因となったのが、国連における世界の先住

民と連携を図り進められてきたアイヌ民族の運動

であった。アイヌ民族は 1980年代から国連にお

ける先住民の議論に参加し始め、 90年代からは

若者を中心に代表を国連の先住民作業部会に送り

続けている。それはアイヌ当事者団体であるウタ

リ協会(現アイヌ協会)を代表とし、東京を拠点

として活践する市民外交センターや反差別国際連

動など人権NGOを活用して展開される運動であ

る。医!述の先住民作業部会に参加するアイヌ民族

は、そこでアボリジナルを含む世界各国の先住民

との交流を進めていく。なかでも 1992年に先住.

民に閲する国連 10年を制定するため、世界各国

から 18先住民族の代表がニューヨークの国連総

会に招待され、そこにはアイヌ民族とアポリジナ

ルが入っていた。26)そうしたなかで、先述の「先

住民族の権利に関する宣言草案」採択へ向けた議

論が展開され、 2∞7年の採択に至ったのである。
この宣言採択に賛成票を投じた日本政府は、 2008

年6月に「アイヌ民族を先住民族とすることを求

める決議Jを衆参両院の満場一致で採択し、現在
はアイヌ政策をさらに推進し、総合的な政策の確

立を検討している。

2・2.オーストラリア先住民運動と日本の先住民

運動

筆者は「アイヌ民族を先住民族とすることを求

める決議Jが採択された直後の7月1日から 4日
まで北海道の平取町二風谷で開催された「先住民

族サミット・アイヌモシリ 2008Jに参加した。

それはオーストラリア先住民代表としてヨルタ・

ヨルタの長老W. アトキンソン (W.Atknson: 

1942・)が招聴きれ、彼から通訳の依頼を受けた

からである。このサミット開催に至るまでにはす

でに述べたように、 1970年代から国連にて先住

民族の権利に関する議論を継続してきた先住民同

士と人権NGOの交流があり、この交流を通して

世界の先住民は国際的な連帯を進めていった。

そうした結果として開催された先住民族サミッ

トには世界 12ヵ国から 22の先住民の代表が集

い、 4日間にわたり環境、権利回復、教育・言語

に注目したウコチャランケ(議論)を交わし、知
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識の共有化がはかられた。その成果は、「二風谷

宣言Jと「二風谷勧告jとして取りまとめられ、
洞爺湖で開催されていたG8サミットに参加した

各国首脳へ提言された。そこでは、先住民の土地

に関する伝統的な知識を確認し、そこから伝承さ

れてきた文化を保護・促進する権利を要求し、政

府やその他集団が先住民問題を扱うときに先住民

との十分な話し合いにもとづく合意形成の必要性

が強調された。

オーストラリア先住民の代表としてこのサミッ

トに参加したアトキンソンは、開催の挨拶に同年

2月181:1の述邦政府首相による「盗まれた世代J
にたいする公式謝罪にふれ、「アイヌ民族を先住

民族とすることを求める決議Jを高く評価し、オ
ーストラリア政府の「先住民族の権利に関する宣

言Jの採択と、それによる先住民の伝統的知識を
継承する文化センターの設置を求めた。こうした

例は、先住民問題が一地域や一国の枠を超えた問

題であることを示している。それは、先住民が国

際的な潮流において議論されてきた「先住民問

題jの普遍化を活用しつつ、国内外のアクターと

協同して先住民としての独自の権利獲得のために

推し進める運動の戦術を意味する。その一つに環

境管理のための運動があげられる。次の章では、

こうした相互の関係から推し進められる環境管理

のための先住民運動について、筆者が2005年か

ら関係を構築してきたオーストラリア南東部の先

住民のひとつヨルタ・ヨルタにおける環境管理に

注目し考察する。

3.環境管理のための先住民運動

既に述べたように、 1970年代のアボリジナル

土地権法、 1990年代の先住権原法さらに2000年

代以降の先住民土地協定などにより 2012年まで

にオーストラリア全土の 23パーセント以上の土

地が、先住民の管理下や先住民と非先住民との協

同管理の状況下にある。それらはオーストラリア

連邦政府が管轄する国立の環境保護区 10パーセ

ントの一部であり、その規模は、環境保護区を凌

いでいる。このため環境管理において先住民の存

在は、看過することができない。27)そこでは政府

や大学さらには環境NGOの専門家等がもっ科学



的な知識と、先住民の伝統的な知識にもとづい

た共同管理が注目されており、28) ヨルタ・ヨルタ

は、まさにそうした環境管理のための運動をすす

めている。

彼らは、 1970年代半ばから土地権獲得のため

の運動を展開する。なかでもヨルタ・ヨルタは

1994年に、パルマ森林とマレー河流域の資源管

理を求める先住権原の雌認訴訟を起こす。本訴訟

は、 1840年以降の梢民の結果として文化的慣習

を「継承Jできなくなり、「伝統」を喪失したと
する 2002年の述邦最尚裁判所の判決を受け、ヨ

ルタ・ヨルタは敗訴する。その後ヨルタ・ヨルタ

の資源管理を求める巡助は、生活レベルの改善や

文化価値の再創造、さらに環境保全という先住民

土地協定を活用した交渉プロセスへと展開してい

く。

たとえばヨルタ・ヨルタの代表機関であるヨ

ルタ・ヨルタ・ネイション・アボリジナル法人

(Yorta Yorta Nation Aboriginal Corporation: 

以下、ヨルタ・ヨルタ・ネイション法人と略)

は、 2004年にヴイクトリア州政府との問で、パ

ルマ森林とマレー河流域の資源に関する「共同管

理協定jを結んだ。この協定を盾にして 2009年

にパルマ森林の国立公|刻化を達成したヨルタ・ヨ

ルタは、パルマ国立公闘を管理する際の伝統的土

地所有者として交渉権と最終決定権を法的に担保

する「ヨルタ・ヨルタ・トラディショナル・オー

ナー協定」をヴイクトリア州政府との問で締結し

た。

こうした交渉にもとづく協定の締結には、ヨル

タ・ヨルタ・ネイション法人と国内・国際環境

NGOとの述携が大きな役割を果たした。国際環

境NGOにはオランダに本部を持つ地球の友が、

園内のそれは、 1980年代から国立公園を増加さ

せ自然保全を目的とするヴイクトリアン国立公関

連盟、さらにローカル環境NGOとしては、 1970

年代から植林や森林散歩などを展開するゴール

パーン・パリ一流域グループがある。これら環

境NGOはヨルタ・ヨルタとともに 1998年から

マレー・ミラワ・リバー・レッド・ガム・キャン

ペーンを結成し、パルマ森林|人jに生息する生物の

保全とそれらのヨルタ・ヨルタによる積極的な管

理を前面に打ち出した運動を脱閲した。しかし、

このことが運動の対象、いいかえれば抵抗のター

ゲットを多而化するなかで、ヨルタ・ヨルタはあ

らためて自らの出自を重要視しはじめた。それは

「先住民の生態系に関する知識Jを再発見するた
めの運動に見て取れる。

3・1. ヨルタ・ヨルタの伝統的知識:人為的な火

付けによる森林モニタリング

ヨルタ・ヨルタ・ネイション法人は2007年か

ら2010"ドまで「人為的な火付けによる森林モニ

タリング」をヴイクトリア州の環境を管理する省

と共同で進めた。

本モニタリングは、 200411~にヨルタ・ヨルタ・

ネイション法人とヴイクトリア州政府のuuで結ば
れた共同管理合意のプログラムの 1つで、当該地

域のヨルタ・ヨルタとの関係を近視している。

ヴイクトリア州の持続可能な環境省の下部組織で

あるパークス・ヴイクトリアの火付けによる森林

竹:理ガイドラインの8では、「火付け管理により

環境を発展させるためにアボリジナルの知識が使

われるべきである」と記載されている。実際、パ

ークス・ヴイクトリアには3名(女性2、男性1)

のヨルタ・ヨルタ・レンジャーが働いており、本

モニタリングにおいて主要な役;tfUを担っている。

更に、アポリジナル青年層の属川改首-と促進を目

的としたローカル・ランド・マネージメントとい

うコースがヤンピーナ先住民トレーニングセンタ

ーに設I~されており、当該地域の生態系や環境管

耳目のための知識を習得できる。また、連邦政府が

17歳から 20歳までの若者を対象に同内の環境理

解促進のためのエージ‘ェントとしてグリーン・コ

ープスを設置している。本エージ‘ェントが、今回

の火付けモニタリングにヨルタ・ヨルタの若者を

招集するためヴイクトリア州に設世されている環

境問題解決に取り組むグリーニング・オーストラ

リアへ委託し、国立公岡のレンジャーになる資格

を取得できる半年のプログラムを設問した。 2007

年度の本コースには、指導者1名と 8名の学生が

ヨルタ・ヨルタの代表として参加した。

従来、冬期から春期にかけて起こっていた洪

水が1919年以降、主に良作物への首長淑用水を貯

品.するダム建設により減少しており、このため

1830年代以前にパルマ森林内に生息、していた悶
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有植物の分布量が激減しているc このような現状

と近年の先住民の火つけ実践が評価され、ヨル

タ・ヨルタの先祖が実施した人為火付けが注目さ

れるようになってきた。しかし、その内実は、洪

水の時期を中心とした枝木による従来の方法では

なく、消防車、火付け!日バーナー、 GPSなどを

駆使する科学的な人為火付けとなっている。グリ

ーン・コープスの指導者T.M.(当時27哉)は、

本モニタリングを批判的に捉える。「人為火付け

モニタリングは、今日ヨルタ・ヨルタにとって将

来への明るい展望であるのと同H寺に、実際の決定

権は未だ行政に委ねられるcJこのように、森林
モニタリングは、先住民レンジャーを履い、先住

民の若者の教育をプログラムに組み入れている。

だからこそ、近代的知識を優先する非先住民によ

る特権は、不問に伏されており、その結果として

2010年に本モニタリングは終了した。

3・2.ヨルタ・ヨルタの伝統的知識:土地利用と

占有に関する地図

2007年からは、ヨルタ・ヨルタのパルマ森林

の資源利用状況を顕在化するため「土地利用と占

有に関する地図J(以下、文化地図と略)が作成
されている D このプロジェクトは、カナダにおい

て長年にわたり先住民とともに文化地図作製プロ

ジェクトを推進してきたカナダ人専門家T.トピ

アスを招聴して、 2007年6月から 2009年8月ま

で進められたo 2008年3月12日の筆者との面談

でトピアスは、文化地図の目的に次の4つをあげ

ている。第一は、社会的、経済的で環境に配慮し

た文化の提示であり、第二には、ヨルタ・ヨルタ

の文化への尊敬とオーストラリア社会との間の公

平な関係の構築である。そして第三には、先住民

として共通の責任をもちつつ平等な立場でオース

トラリア社会と交渉できる能力を暗い、第聞に

は、ネイション法人の責任と権戚を明確に定義す

ることであったo 2∞8年1月19日、地方町モア
マ郊外のリッチ・リバー・ゴルフ・クラブの会議

場では、 2007年よりパイロット・プロジェクト

として始められた文化地図の作成を本格化するた

めの会議が聞かれた。参加者はヨルタ・ヨルタの

男性5人と女性1人、そして当時ヨルタ・ヨル

タ・ネイション法人の代表をつとめたロイと彼の
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子ども 4人であったD 会議場には参加者の1人で

70代になるアンクル・コールカ人パルマ・ミラ

ワ森林内でかつておこなった狩猟や漁労、採集の

場所を記した地図が掲示されている。その地図を

サンプルとして議論された内容は、ヨルタ・ヨル

タが中心となって文化地凶プロジ:クトを実施す

ることであり、そのためにこれまでの個人の経験

を記録して次世代に継承していくことであった。

また、ヨルタ・ヨルタの土地と河川の流域資源利

用に関する伝統的知識を椛視するオーストラリア

社会の考えを転換させ、広く社会全体に先住民の

知識を示すことであった。

文化地図作成のためのデータ収集には、 2007

年から 2008年にかけて延べ66人のヨルタ・ヨル

タ・ネイション法人のメンバーがインタビューを

受けることに協力した。このメンバーの選出はネ

イション法人のメーリングリストにもとづいてお

こなわれた。インタビューの内容はパルマ森林に

限定し、 6万分の lに縮小されたパルマ森林地図

を用いて実施された。このインタビューの内容は

7テーマに関する聞き取りであった。そのひとつ

は狩猟に関するテーマで、鳥類、肥虫類、晴乳類

に区分してインタビューをおこない、また漁労に

関するテーマも魚類と無脊椎動物にわけられた。

さらに採集に関しては石炭などの天然資源を含む

植物に関するテーマが設けられ、葬儀など儀礼に

かかわる土地利用もテーマに加えられていた。こ

のインタビューの平均時間は80分、パルマ森林

地図上に特定されたサイトの数は l人当たり平均

で91カ所、インタビュー中に使用したパルマ森

林地図は 104枚であった。その結果、パルマ森林

内に6500カ所にのぼる狩猟、 ifa労、採集および
生活の記憶、にもとづく地点が特定された。こうし

たインタビューを継続する一方で、ヨルタ・ヨル

タ・ネイション法人は、そのメンバーから文化地

図コーデイネーターの養成もおこなってきた。

2009年には6人がそのコースを修了している。

彼らは地図を管理し、インタビューを受けた語り

手66人それぞれに地図のコピーを渡し、さらに

すべてのデータが記載された地図と、それをさき

の7つのテーマごとに整理した地図の作成にあた

る。今後はインタビューにもたずさわり、新しい

データの収集に努めることがコーディネーターに



求められている。29)

文化地|理!の作成はまだ途上にあるものの、それ

はヨルタ・ヨルタにとって自らの文化遺産の発掘

であり、その行為を介した日文化の再発見を意味

した口その作;業は、伝統的な知識を、デジタル化

された地凶上に示すことで、近代的な科学知と融

合させる口こうしてその作業は流域資源と森林資

源を含むパルマ森林地域に関する社会的、伝統

的、文化的な環境のfllli値づけをおこなうことにな

り、ヨルタ・ヨルタのアイデンテイテイ強化に大

きく貢献しつつあるといえよう。実際2012年か

らはオーストラリアのモナッシュ大学、アメリカ

のブラウン大学との学術連携、さらに経済的には

ヴイクトリア気候変動に対応する研究所とオース

トラリア凶立気候変動に対応する究所から財政支

援を受け、 2{ドのプログラムがはじまった。本プ

ログラムでは、気候変動に対してヨルタ・ヨルタ

が蓄積してきた伝統的な知識が重要であり、その

知識の発見をヨルタ・ヨルタの若者たちが近代的

な知識を前用しつつ蓄積していくことで先住民コ

ミュニティのエンパワメントに繋げることが目的

であるo このため「文化地図」がi古川され、そ

れまでの地主I!J二の GPS情報に加えて、空InJ的な

GIS情報をi古川し、パルマ森林内で、ヨルタ・ヨル

タの年配のエルダーからインタビューをする。そ

れらに加え映像記録をし、それら収集した情報を

GIS情報システムの枠組みに蓄積し、ヨルタ・ヨ

ルタ・コミュニティ内とくに世代内や世代間での

知識の継承を|割るものである。このことは伝統知

と近代知が融合されつつも、その紋終の決定をヨ

ルタ・ヨルタに但保している点で、先述の火付け

による「森林モニタリング」とは一線を岡するも

のである。

こうした「森林モニタリング」や「文化地図」

は、環境保全を目的としつつ、ヨルタ・ヨルタに

とって自らの文化遺産の発掘となった。これによ

り、バルマ森林とマレー河流域の資源を特別!する

伝統的な所有者であることをヨルタ・ヨルタは強

く主張し、連携する環境NGOとは巡動のu的を
明確に区別した。

但し、こうした共同での環境管理プログラムは

州や述邦さらに大学による限られたファンドによ

り実施されているため、期間がl出られている。こ

のため、今後は伝統的な知識と近代的な知識を融

合させつつ共同での環境管理が1:1:1・長期]で実施で

きるプログラムの開発が求められる。:10)

おわりに

本稿では、オーストラリア先住民の権利回復の

ための述捌Jに注口し、彼ら/彼女らが民間してき

たili民権や土地の権利回復運動を記述した。そこ
では集HI内部のみならず岡内や凶外の先住民集日l

やマイノリティ集団の運動に呼応し、さらに外部

社会と協調するなかで推し進められてきたオース

トラリア先住民の述動が明らかにされた。そのこ

とは、近年の先住民の環境管~nをめぐる運動にお

いてより先鋭化されている。そこにみられるの

は、オーストラリア社会や同際社会を見侃えた広

い社会通念と価値観を受け入れながらも、自らの

存在説明のために運動を展開する先住民であっ

た。それは、普遍性の主張と差異.の承認をめぐる

政治のなかで今日の先住民が主体的に展開する社

会運動といえる。
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